白川町訓令乙第７号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　各出先機関

白川町工事関係以外の請負契約に係る最低制限価格制度実施要領を次のように定める。

令和８年１０月１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　白川町長　　佐　伯　正　貴

白川町工事関係以外の請負契約に係る最低制限価格制度実施要領

（趣旨）
第１条　この要領は、町が発注する工事関係以外の請負契約（以下「業務委託等」という。）において、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２項の規定により最低制限価格を適用して競争入札に付する業務委託等に関する取扱いについて、必要な事項を定めるものとする。
（対象業務）
第２条　最低制限価格制度を適用する業務委託等は、競争入札に付するもののうち、次の各号のいずれかに該当する業務（以下「対象業務」という。）とする。
(1) 製造に係る業務
(2) 生活路線バス・通学バス等の運行に係る業務
(3) コンピュータ等のサービス（設計、開発、運用等）に係る業務
(4) 医療関係検査・調査（検体検査、職員検診等）に係る業務
(5) 道路、公園等の維持管理に係る業務（街路樹剪定、除草、伐採等に係る業務を含む）
(6) 施設管理（清掃、ビルメンテナンス業務等）に係る業務
(7) 警備に係る業務
(8) 廃棄物処理に係る業務
(9) 給食の提供に係る業務
(10) 印刷物等の作成に係る業務
(11) その他町長が特に必要と認める業務
２　前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する入札については、最低制限価格を設定しないものとする。
(1) 予定価格が３００万円以下の入札
(2) 業務の性質上、最低制限価格を設定することが適当でないと町長が認める入札
（最低制限価格の算定）
第３条　対象業務の最低制限価格は、予定価格に１０分の８を乗じて得た額とする。
２　前項の規定にかかわらず、町長が特に必要と認めるときは、国及び県等の要領及び運用を準用することができる。
（入札公告等への明記）
第４条　最低制限価格制度を適用する場合は、入札公告等で最低制限価格を設定している旨を明記する。
（落札者の決定方法）
第５条　予定価格の制限の範囲内の価格で最低の価格を入札した者を落札者とする。
２　最低制限価格未満の入札をした者は、失格とする。
　（補則）
第６７条　この要領に定めるもののほか、最低制限価格制度の実施に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附　則
この要領は、令和８年１１月１日から施行する。

白川町訓令乙第 ７ 号                                     庁中一 般                                   各出先機 関     白川町 工事関係以外の請負契約に係る最低制限価格制度実施要領 を 次のように定める。     令和８年 １０ 月 １ 日                               白川町長    佐   伯   正   貴     白川町 工事関係以外の請負契約に係る最低制限価格制度実施要領     （趣旨）   第１条   この要領は、町が発注する工事関係以外の請負契約（以下「業務委託等」という。） において 、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第２項の規定に より 最低制限価格を 適用して競争入札に付する業務委託等に関する取扱いについて、 必要な 事項を定めるものとする。   （対象 業務 ）   第２条   最低制限価格制度を適用する業務委託等は、競争入札 に付するもののうち、 次の各号 のいずれかに該当する業務（以下「対象業務」という。）とする。   (1)  製造に係る 業務   (2)  生活路線バス・通学バス等の運行に係る業務   (3)  コンピュータ等のサービス（設計、開発、運用等）に係る業務   (4)  医療関係検査・調査（検体検査、職員検診等）に係る業務   (5)  道路、公園等の維持管理に係る業務（街路樹剪定、除草、伐採等に係る業務を含む）   (6)  施設管理（清掃、ビルメンテナンス業務等）に係る業務   (7)  警備に係る業務   (8)  廃棄物処理に係る業務   (9)  給食の提供に係る業務   (10)  印刷物等の作成に係る業務   ( 11 )  その他町長が特に必要と認める業務   ２   前項の 規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する入札については、最低制限価格 を設定しないものとする。   (1)  予定価格が３００万円以下の入札   (2)  業務の性質上、最低制限価格を設定することが適当でないと町長が認める入札   （最低制限価格の算定）   第 ３ 条   対象業務の最低制限価格は、予定価格 に １０分の８ を乗じて得た額 とする。   ２   前項の規定にかかわらず、町長が特に必要と認めるときは、国及び県等の要領及び運用を 準用することができる。  

